
学校心臓検診・生活習慣病予防に関する要望書 

 

１．学校における心臓突然死児をゼロにするための心肺蘇生や AEDに対する要望 

学校における児童生徒の心臓突然死は家族にとっても学校にとっても非常に悲劇的な出来事です。幸

い心臓突然死は最近減少傾向が見られています。医療の進歩と学校心臓検診が大きく貢献しているのは

言うまでもありませんが、それに加えて心肺蘇生や AEDの普及が大きな要因になっています。 

平成 29 年度の日本学校保健会の全国調査では失神後 AED により通電された心室細動、心室頻拍症

例の約 2/3 は後遺症なく復学していますが、他の約 1/3 の児童生徒は後遺症を残したり死亡したりして

います。児童生徒の心臓突然死をゼロにするためにはさらなる努力が必要です。我が国ではほぼ 100％

の学校に最低 1台の AEDが設置されていますが、大規模校では 4～5台の AEDが必要です。特に緊急

を必要とする AED は現状では台数も不足し、68％の学校では複数台の AED を必要と考えています。

また AED は定期的な検査や消耗品の交換が必須であり、加えて職員や生徒も心肺蘇生や AED に関す

る研修が求められています。このため学校に対する人的、経済的、教育的支援が必要と考えます。以上

から以下の点について強く要望いたします。          

・学校管理下の心臓突然死を予防するため心肺蘇生や AED のさらなる設置や AED を含めた心肺蘇

生の知識・技術を今以上の普及を関係機関に要望する。 

２．小児生活習慣病に関する要望 

 特定健診・保健指導の最大のターゲットである生活習慣病は、小児期からの健全な生活習慣の確立・

発症予防が重要です。コロナ禍にあった令和 2年度学校保健統計調査によれば、減少傾向だった生活習

慣病発症要因の一つである肥満は、17歳女子以外すべての年齢で増加しています。各地区における小児

期の脂質調査では、一定の割合で脂質異常を呈する小児が報告されており、小児期の肥満や脂質異常に

はトラッキング現象の存在が確認されていることから、成人期の動脈硬化性疾患のハイリスク群となる

と考えられます。令和元年に施行された「健康寿命の延伸などを図るための脳卒中、心臓病その他の循

環器病に係る対策に関する基本法」に基づいた「循環器病対策推進基本計画」には、「学校健診等の機会

における小児の循環器病疾患の早期発見を引き続き推進する」と記されています。しかし、小児期の生

活習慣病やメタボリックシンドロームへの対策は、いまだ十分に実施されているとは言えません。学校

での学習指導や保健活動のなかに、これらの多岐にわたる生活習慣病についての概念と実効性のある予

防対策を早急に組み入れていただくとともに、学習指導要領と学校保健安全法に基づいた児童生徒の生

活習慣病予防検診の導入について早急にご検討いただきたいと存じます。具体的に以下の点を強く要望

いたします。 

・小児生活習慣病予防検診を、心臓・腎臓検診と同様に学校健診の必須項目として加える 

・児童生徒に対する生活習慣病の検診活動に積極的に関与するよう関係機関に要請する 

 

令和 4年 2月 27日      

    若年者心疾患・生活習慣病対策協議会会長  北村惣一郎 

第 53回若年者心疾患・生活習慣病対策協議会総会会長 馬瀬 大助  

 

厚生労働大臣         殿 

 文部科学大臣         殿 

 都道府県教育委員会教育長   殿 

 政令指定都市教育委員会教育長 殿 
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１．学校における心臓突然死児をゼロにするための心肺蘇生や AEDに対する要望 

学校における児童生徒の心臓突然死は家族にとっても学校にとっても非常に悲劇的な出来事です。幸

い心臓突然死は最近減少傾向が見られています。医療の進歩と学校心臓検診が大きく貢献しているのは

言うまでもありませんが、それに加えて心肺蘇生や AEDの普及が大きな要因になっています。 

平成 29 年度の日本学校保健会の全国調査では失神後 AED により通電された心室細動、心室頻拍症

例の約 2/3 は後遺症なく復学していますが、他の約 1/3 の児童生徒は後遺症を残したり死亡したりして

います。児童生徒の心臓突然死をゼロにするためにはさらなる努力が必要です。我が国ではほぼ 100％

の学校に AED が設置されており、AED を有効に使用することが重要です。一方、緊急を必要とする

AEDは現状では台数も不足し、68％の学校では複数台の AEDを必要と考えています。また AEDは定

期的な検査や消耗品の交換が必須であり、加えて職員や生徒も心肺蘇生や AED に関する研修が求めら

れていますが十分とはいえません。このため学校に対する人的、経済的、教育的支援が必要と考えます。

以上から以下の点について強く要望いたします。          

・学校管理下の心臓突然死を予防する人ため心肺蘇生や AED のさらなる設置や AED を含めた心肺

蘇生の知識・技術を今以上の普及を関係機関に要望する。 

 

２．小児生活習慣病に関する要望 

 特定健診・保健指導の最大のターゲットである生活習慣病は、小児期からの健全な生活習慣の確立・

発症予防が重要です。生活習慣病発症要因の一つである肥満は、学校保健統計調査によれば、小児期に

おいてやや減少傾向ではありますが、それでも約 1割という高頻度で存在しています。各地区における

小児期の脂質調査においても、一定の割合で脂質異常を呈する小児が報告されています。小児期の肥満

や脂質異常には、トラッキング現象の存在が確認されており、成人期の動脈硬化性疾患のハイリスク群

となると考えられます。他の生活習慣病のリスク対策として有用な禁煙対策・食育を含む減塩対策や規

則正しい生活習慣なども、幼児期から学童期・思春期を通じて継続して行うことが極めて重要です。学

校における成長曲線ソフトを活用した検診が広まりつつありますが、小児期の生活習慣病やメタボリッ

クシンドロームへの対策は、いまだ十分に実施されているとは言えません。学校での学習指導や保健活

動のなかに、これらの多岐にわたる生活習慣病についての概念と実効性のある予防対策を早急に組み入

れていただくとともに、学習指導要領と学校保健安全法に基づいた児童生徒の生活習慣病予防検診の導

入について早急にご検討いただきたいと存じます。具体的に以下の点を強く要望いたします。 

・小児生活習慣病予防検診を、心臓・腎臓検診と同様に学校健診の必須項目として加える 

・児童生徒に対する生活習慣病の検診活動に積極的に関与するよう関係機関に要請する 

 

令和 3年 2月 28日      

  

若年者心疾患・生活習慣病対策協議会会長 北村惣一郎 

 

厚生労働大臣         殿 

 文部科学大臣         殿 

 都道府県教育委員会教育長   殿 

 政令指定都市教育委員会教育長 殿 

 



学校心臓検診・生活習慣病予防に関する要望書

１．学校における心臓突然死児をゼロにするための心肺蘇生や AEDに対する要望

学校における児童生徒の心臓突然死は家族にとっても学校にとっても非常に悲劇的な出来事です。幸

い心臓突然死は最近減少傾向が見られています。医療の進歩と学校心臓検診が大きく貢献しているのは

言うまでもありませんが、それに加えて心肺蘇生や AEDの普及が大きな要因になっています。

平成 29年度の日本学校保健会の全国調査では失神後 AEDにより通電された心室細動、心室頻拍症例

の約 2/3は後遺症なく復学していますが、他の約 1/3の児童生徒は後遺症を残したり死亡したりしてい

ます。児童生徒の心臓突然死をゼロにするためにはさらなる努力が必要です。我が国ではほぼ 100％の

学校に AEDが設置されており、AEDを有効に使用することが重要です。一方、緊急を必要とする AED
は現状では台数も不足し、68％の学校では複数台の AEDを必要と考えています。また AEDは定期的

な検査や消耗品の交換が必須であり、加えて職員や生徒も心肺蘇生や AEDに関する研修が求められて

いますが十分とはいえません。このため学校に対する人的、経済的、教育的支援が必要と考えます。以

上から以下の点について強く要望いたします。

・学校管理下の心臓突然死を予防する人ため心肺蘇生や AED のさらなる設置や AEDを含めた心肺

蘇生の知識・技術を今以上の普及を関係機関に要望する。

２．小児生活習慣病に関する要望

特定健診・保健指導の最大のターゲットである生活習慣病は、小児期からの健全な生活習慣の確立・

発症予防が重要です。生活習慣病発症要因の一つである肥満は、学校保健統計調査によれば、小児期に

おいてやや減少傾向ではありますが、それでも約 1割という高頻度で存在しています。各地区における

小児期の脂質調査においても、一定の割合で脂質異常を呈する小児が報告されています。小児期の肥満

や脂質異常には、トラッキング現象の存在が確認されており、成人期の動脈硬化性疾患のハイリスク群

となると考えられます。他の生活習慣病のリスク対策として有用な禁煙対策・食育を含む減塩対策や規

則正しい生活習慣なども、幼児期から学童期・思春期を通じて継続して行うことが極めて重要です。学

校における成長曲線ソフトを活用した検診が広まりつつありますが、小児期の生活習慣病やメタボリッ

クシンドロームへの対策は、いまだ十分に実施されているとは言えません。学校での学習指導や保健活

動のなかに、これらの多岐にわたる生活習慣病についての概念と実効性のある予防対策を早急に組み入

れていただくとともに、学習指導要領と学校保健安全法に基づいた児童生徒の生活習慣病予防検診の導

入について早急にご検討いただきたいと存じます。具体的に以下の点を強く要望いたします。

・小児生活習慣病予防検診を、心臓・腎臓検診と同様に学校健診の必須項目として加える

・児童生徒に対する生活習慣病の検診活動に積極的に関与するよう関係機関に要請する

令和 2年 1月 26日

若年者心疾患・生活習慣病対策協議会会長 北村惣一郎

第 52回若年者心疾患・生活習慣病対策協議会総会会長 安田 健二

厚生労働大臣 殿

文部科学大臣 殿

都道府県教育委員会教育長 殿

政令指定都市教育委員会教育長 殿



学校心臓検診・生活習慣病予防に関する要望書 

 

１．学校における心臓突然死児をゼロにするための心肺蘇生や AEDに対する要望 

学校における児童生徒の心臓突然死は家族にとっても学校にとっても非常に悲劇的な出来事です。幸

い心臓突然死は最近減少傾向が見られています。医療の進歩と学校心臓検診が大きく貢献しているのは

当然ですが、それに加えて心肺蘇生や AEDの普及が大きな要因になっていると考えられます。 

平成 29年度の日本学校保健会の調査では失神後 AEDにより通電された心室細動、心室頻拍症例の約

2/3 は後遺症なく復学していますが、他の約 1/3 の児童生徒は後遺症を残したり死亡したりしておりま

す。心臓突然死をゼロにするためにはさらなる努力が必要です。我が国ではほぼ 100％の学校に AED

が設置されており、AEDを有効に使用することが重要です。一方、緊急を必要とする AEDは現状では

台数も不足し、複数台の AED を必要とする学校もあるようです。また AED は定期的な検査や消耗品

の交換が必須であり、加えて職員や生徒も心肺蘇生や AED に関する研修が求められていますが十分と

はいえません。このため学校に対する人的、経済的、教育的支援が必要と考えます。以上から以下の点

について強く要望いたします。          

・学校管理下の心臓突然死を予防する人ため心肺蘇生や AED のさらなる設置や AED を含めた心肺

蘇生の知識・技術の普及を関係機関に要望する。 

２．小児生活習慣病に関する要望 

特定健診・保健指導の最大のターゲットである生活習慣病は、小児期からの健全な生活習慣の確立・

発症予防が重要であることは、論を俟ちません。生活習慣病発症要因の一つである肥満は、学校保健統

計調査によれば、小児期においてやや減少傾向ではありますが、それでも約 1割という高頻度で存在し

ています。各地区における小児期の脂質調査においても、一定の割合で脂質異常を呈する小児が報告さ

れています。小児期の肥満や脂質異常には、トラッキング現象の存在が報告されており、成人期の動脈

硬化性疾患のハイリスク群となる可能性が高いと考えられます。現在、日本学校保健会より提供された

成長曲線計算ソフトが全国の学校に普及しており、このソフトウェアを活用することにより効率的に肥

満・やせ等小児生活習慣病指標を評価することが可能となりました。これを機会に、学校での学習指導

や保健活動のなかに、これらの多岐にわたる生活習慣病についての概念と実効性のある予防対策を早急

に組み入れていただくとともに、学習指導要領と学校保健安全法に基づいた児童生徒の生活習慣病予防

検診の導入について早急にご検討いただきたいと存じます。具体的に以下の点を強く要望いたします。 

・生活習慣病についての概念と実効性のある予防対策を組み入れた学習指導要領を早急に作成する 

・小児生活習慣病予防検診を、心臓・腎臓検診と同様に必須項目として加える 

・検診活動に積極的に関与するよう行政ならびに各種学校等の関係機関に要請する 

平成 31年 1月 27日      

  

   若年者心疾患・生活習慣病対策協議会会長  北村惣一郎 

第 51回若年者心疾患・生活習慣病対策協議会総会会長  茂松 茂人 

 

厚生労働大臣         殿 

 文部科学大臣         殿 

 都道府県教育委員会教育長   殿 

 政令指定都市教育委員会教育長 殿 



学校心臓検診・生活習慣病予防に関する要望書 

１．小児生活習慣病に関する要望 

特定健診・保健指導の最大のターゲットである生活習慣病は、小児期からの健全な生活習慣の確立・

発症予防が重要であることは、論を俟ちません。生活習慣病発症要因の一つである肥満は、学校保健統

計調査によれば、小児期においてやや減少傾向ではありますが、それでも約 1割という高頻度で存在し

ています。各地区における小児期の脂質調査においても、一定の割合で脂質異常を呈する小児が報告さ

れています。小児期の肥満や脂質異常には、トラッキング現象の存在が報告されており、成人期の動脈

硬化性疾患のハイリスク群となる可能性が高いと考えられます。他の生活習慣病のリスク対策として有

用な禁煙対策・食育を含む減塩対策や規則正しい生活習慣なども、幼児期から学童期・思春期を通じて

継続して行うことが大切です。しかし、小児期の生活習慣病やメタボリックシンドロームへの対策は、

いまだ十分に実施されているとは言えません。学校での学習指導や保健活動のなかに、これらの多岐に

わたる生活習慣病についての概念と実効性のある予防対策を早急に組み入れていただくとともに、学習

指導要領と学校保健安全法に基づいた児童生徒の生活習慣病予防検診の導入について早急にご検討い

ただきたいと存じます。具体的に以下の点を強く要望いたします。 

・生活習慣病についての概念と実効性のある予防対策を組み入れた学習指導要領を早急に作成す

る 

・小児生活習慣病予防検診を、心臓・腎臓検診と同様に必須項目として加える 

・検診活動に積極的に関与するよう関係機関に要請する 

２．学校における心疾患児に対する医療的ケアに関する要望 

小児の心臓疾患については、近年の治療法の進歩に伴い、ますます救命率が向上しておりますが、重

症心疾患児ではさまざまな薬物に加えて酸素吸入を行いながら通学する児童も増えております。これに

は、右左短絡の遺残による低酸素血症がある場合、肺高血圧症等があり酸素吸入により肺血管の拡張を

行う目的がある場合、フォンタン術後などで酸素投与により低酸素血症の改善と肺血管抵抗の改善を図

る場合などが考えられます。しかしながら、酸素療法の意義が十分に理解されず、入学に際してスムー

ズな受け入れが得られない、不要な保護者の付き添いを要請される、不急不要な状況であっても保護者

が呼び出される、児童を早退させられる、などの事態が生じています。酸素療法を施行されている心疾

患児が学校生活の中でスムーズに受け入れられ、適切な管理がなされるよう、環境整備をしていただく

必要があると考え、以下の点を強く要望します。 

・学校において酸素療法を続けることが可能と医師が判断した場合、医師の指示書があれば、看護師

が常駐しない状況にあっても、在宅酸素療法を行って生活する児童生徒が小中学校に支障なく受け

入れられるよう法的整備を図っていただきたい。 

・学校医または主治医と保護者の同意のもとに、健康状態の変化に応じた酸素投与量の調整を医師の 

指示範囲内で、教員が行えるように図っていただきたい。 

平成 30年 2月 4日 

第 50回若年者心疾患・生活習慣病対策協議会総会会長 柵木 充明 

若年者心疾患・生活習慣病対策協議会会長 北村惣一郎 

厚生労働大臣       殿 

 文部科学大臣       殿 

 府県教育委員会教育長   殿 

 政令都市教育委員会教育長 殿 



学校心臓検診・生活習慣病予防に関する要望書 
 
１．小児生活習慣病に関する要望 

特定健診・保健指導の最大のターゲットである生活習慣病は、小児期からの健全な生活習慣の確立・

発症予防が重要であることは、論を俟ちません。生活習慣病発症要因の一つである肥満は、学校保健統

計調査によれば、小児期においてやや減少傾向ではありますが、それでも約 1 割という高頻度で存在し

ています。各地区における小児期の脂質調査においても、一定の割合で脂質異常を呈する小児が報告さ

れています。小児期の肥満や脂質異常には、トラッキング現象の存在が報告されており、成人期の動脈

硬化性疾患のハイリスク群となる可能性が高いと考えられます。他の生活習慣病のリスク対策として有

用な禁煙対策・食育を含む減塩対策や規則正しい生活習慣なども、幼児期から学童期・思春期を通じて

継続して行うことが大切です。しかし、小児期の生活習慣病やメタボリックシンドロームへの対策は、

いまだ十分に実施されているとは言えません。学校での学習指導や保健活動のなかに、これらの多岐に

わたる生活習慣病についての概念と実効性のある予防対策を早急に組み入れていただくとともに、学習

指導要領と学校保健安全法に基づいた児童生徒の生活習慣病予防検診の導入について早急にご検討いた

だきたいと存じます。具体的に以下の点を強く要望いたします。 
・小児生活習慣病予防検診を、心臓・腎臓検診と同様に必須項目として加える 
・検診活動に積極的に関与するよう関係機関に要請する 

２．学校における心疾患児に対する医療的ケアに関する要望 
小児の心臓疾患については、近年の治療法の進歩に伴い、ますます救命率が向上しておりますが、重

症心疾患児ではさまざまな薬物に加えて酸素吸入を行いながら通学する児童も増えております。これに

は、右左短絡の遺残による低酸素血症がある場合、肺高血圧症等があり酸素吸入により肺血管の拡張を

行う目的がある場合、フォンタン術後などで酸素投与により低酸素血症の改善と肺血管抵抗の改善を図

る場合などが考えられます。入学に際してスムーズに受け入れていただけなかったり、なかなか酸素療

法をしていることに理解をいただけず、特に問題がないと思われるのにもかかわらず保護者の付添を要

請される場合もあり、不急不要な状況であっても保護者が呼び出されたり、児童を早退させて帰宅させ

る事態も生じています。酸素療法を施行されている心疾患児が学校生活の中でスムーズに受け入れられ、

適切な管理がなされるよう、環境整備をしていただく必要があると考え、以下の点を強く要望します。 
・在宅酸素療法を行って生活する児童生徒が、看護師が常駐していない状況にあっても学校において

酸素療法を続けることが可能と医師が判断した場合、医師の指示書があれば、小中学校に支障なく

受け入れられるよう法的整備を図っていただきたい。 
・健康状態の変化に応じて、事前の医師の指示の範囲内で学校医または主治医と保護者の同意のもと

に酸素投与量や方法を調整することができるようにしていただきたい。 
 
平成 29 年 1 月 29 日 

第 49 回若年者心疾患・生活習慣病対策協議会総会会長 石川 紘  

若年者心疾患・生活習慣病対策協議会会長  北村惣一郎 
厚生労働大臣       殿 

 文部科学大臣       殿 
 府県教育委員会教育長   殿 
 政令都市教育委員会教育長 殿 



                               

学校心臓検診・生活習慣病予防に関する要望書 
 

１．小児生活習慣病に関する要望 
特定健診・保健指導の最大のターゲットである生活習慣病は、小児期からの健全な生活習慣の確立・

発症予防が重要であることは、論を俟ちません。生活習慣病発症要因の一つである肥満は、学校保健統

計調査によれば、小児期においてやや減少傾向ではありますが、それでも約 1 割という高頻度で存在し

ています。各地区における小児期の脂質調査においても、一定の割合で脂質異常を呈する小児が報告さ

れています。小児期の肥満や脂質異常には、トラッキング現象の存在が報告されており、成人期の動脈

硬化性疾患のハイリスク群となる可能性が高いと考えられます。他の生活習慣病のリスク対策として有

用な禁煙対策・食育を含む減塩対策や規則正しい生活習慣なども、幼児期から学童期・思春期を通じて

継続して行うことが大切です。しかし、小児期の生活習慣病やメタボリックシンドロームへの対策は、

いまだ十分に実施されているとは言えません。学校での学習指導や保健活動のなかに、これらの多岐に

わたる生活習慣病についての概念と実効性のある予防対策を早急に組み入れていただくとともに、学習

指導要領と学校保健安全法に基づいた児童生徒の生活習慣病予防検診の導入について早急にご検討い

ただきたいと存じます。具体的に以下の点を強く要望いたします。 
要望事項 
・小児生活習慣病予防検診を、心臓・腎臓検診と同様に必須項目として加える 
・検診活動に積極的に関与するよう関係機関に要請する 

２．学校における心疾患児に対する医療的ケアに関する要望 
小児の心臓疾患については、近年の治療法の進歩に伴い、ますます救命率が向上しておりますが、重

症心疾患児ではさまざまな薬物に加えて酸素吸入を行いながら通学する児童も増えております。これに

は、右左短絡の遺残による低酸素血症がある場合、肺高血圧症等があり酸素吸入により肺血管の拡張を

行う目的がある場合、フォンタン術後などで酸素投与により低酸素血症の改善と肺血管抵抗の改善を図

る場合などが考えられます。入学に際してスムーズに受け入れていただけなかったり、なかなか酸素療

法をしていることに理解をいただけず、特に問題がないと思われるのにもかかわらず保護者の付添を要

請される場合もあり、不急不要な状況であっても保護者が呼び出されたり、児童を早退させて帰宅させ

る事態も生じています。酸素療法を施行されている心疾患児が学校生活の中でスムーズに受け入れられ、

適切な管理がなされるよう、環境整備をしていただく必要があると考え、以下の点を強く要望します。 
・在宅酸素療法を行って生活する児童生徒が、看護師が常駐していない状況にあっても学校において

酸素療法を続けることが可能と医師が判断した場合、医師の指示書があれば、小中学校に支障なく

受け入れられるよう法的整備を図っていただきたい。 
・健康状態の変化に応じて、事前の医師の指示の範囲内で学校医または主治医と保護者の同意のもと

に酸素投与量や方法を調整することができるようにしていただきたい。 
平成 28 年 1 月 31 日 

第 48 回若年者心疾患・生活習慣病対策協議会総会会長 小村明弘 
若年者心疾患・生活習慣病対策協議会会長  北村惣一郎 

厚生労働大臣       殿 
 文部科学大臣       殿 
 府県教育委員会教育長   殿 
 政令都市教育委員会教育長 殿 
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